液石法の手続きの種類及び期日について
	Ｑ１　液石法の手続きは、登録・認定・認可・届出・報告と多種ありますが、どのような違いがありますか。



　Ａ１「登録」「認定」「認可」は事前に申請書を提出し、行政庁での手続きが終了しないと対象となる業務を行うことができないものです。このため、行政庁からは必ず登録書、認定書、認可書に相当する書面が発出されます。なお、「保安業務規程変更認可申請」及び「一般消費者等の数の増加認可申請」については、各種変更前に認可を受けておかなければならないため、注意が必要です。
    「届出」は液石法の規定では「～したときは、遅滞なく届け出なければならない。」
　　との記載があり、事後に届出すればよいものです(届出前の対象業務実施可能)。

なお、　「遅滞なく」について法令上定義がありませんが、変更等のあった日（変更年月日又は承継年月日）から１ヶ月以内を目処に届け出るようにしてください。なお、登記簿謄本のように他の行政庁の手続きのためにどうしても書類の添付が遅れる場合があります。この場合には、添付書類の後日提出予定日等を明らかにした上で先行して届出を完了するようにしてください。
　　　販売事業関係の届出には関係機関（都県知事・消防庁長官・国家公安委員会委員長）に通報する業務がありますので、接受完結できるものとそうでないものがあります。
    「報告」は規則第１３２条に基づく所定の様式を毎事業年度末経過後３ヶ月以内に
　　提出する行為の他、液石法第８２条に基づき各行政庁の様式に基づき報告を求められる場合があります。なお、報告書を作成するなかで過去に届出をしていないことがわかった場合には報告書とは別に届出を行う必要があります。

